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浜田市空き家バンク活用促進事業補助金交付要綱 

 

平成28年３月31日告示第48号 

改正 

平成31年３月15日告示第30号 

 改正 

                    令和４年３月 11 日告示第 27 号 

 

（目的） 

第1条 この告示は、空き家バンクに登録した一戸建ての空き家の家財道具等

の処分及び当該処分に伴う空き家内外の清掃（以下「家財処分等」という。）

を行う者に対し、その家財処分等に要する費用の一部を補助することによ

り、空き家バンクの登録及び取引の促進を図り、もって定住促進による地

域の活性化に資することを目的とし、その補助金の交付に関しては、浜田

市補助金等交付規則（平成17年浜田市規則第56号）に定めるもののほか、

この告示の定めるところによる。 

（定義） 

第2条 この告示において使用する用語は、浜田市空き家バンク事業実施要綱

（平成21年浜田市告示第190号。以下「実施要綱」という。）において使用

する用語の例による。 

（補助対象者） 

第3条 補助の対象となる者は、一戸建ての空き家の空き家登録者（実施要綱

第5条に規定する空き家登録者をいう。）であって、当該空き家について、

この告示による補助金の交付を受けた日から引き続き2年以上空き家バン

クに登録する意思があるものとする。ただし、市税を滞納している者を除

く。 

（補助対象経費） 

第4条 補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、市内に

事業所を有する法人又は市内に住所を有する個人事業主に依頼して実施し

た空き家の家財処分等（第6条第1項の規定による交付申請の日の属する年

度の3月31日までに完了するものに限る。）に要する経費とする。 

（補助金の額） 

第5条 補助金の額は、補助対象経費の3分の2以内の額（その額に1,000円未

満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額）とする。ただし、5万円を

限度とし、補助金の総額については、予算の範囲内とする。 

（交付申請） 

第6条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、空

き家バンク活用促進事業補助金交付申請書（様式第1号）に次に掲げる書類

を添えて、家財処分等を行う日前10日までに、市長に提出しなければなら

ない。 

(1) 見積書の写し 
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(2) 家財処分等箇所の写真（家財処分等実施前） 

(3) その他市長が必要と認める書類 

2 前項に規定する申請は、申請者1人当たり1回及び空き家1戸当たり1回を限

りすることができる。 

（交付決定） 

第7条 市長は、前条第1項の申請があったときは、速やかに内容を審査し、

補助の可否を決定し、空き家バンク活用促進事業補助金交付決定（却下）

通知書（様式第2号）により申請者に通知するものとする。 

（実績報告） 

第8条 補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、家

財処分等が完了したときは、家財処分等が完了した日から14日以内又は翌

年度の4月10日のいずれか早い日までに空き家バンク活用促進事業実績報

告書（様式第3号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければなら

ない。 

(1) 領収書の写し 

(2) 家財処分等箇所の写真（家財処分等実施後） 

(3) その他市長が必要と認める書類 

（交付額の確定等） 

第9条 市長は、前条の実績報告を受けたときは、速やかに内容を審査し、交

付すべき補助金の額を確定し、空き家バンク活用促進事業補助金確定通知

書（様式第4号）により補助事業者に通知するものとする。 

（交付請求） 

第10条 補助事業者は、補助金の交付の請求をしようとするときは、空き家

バンク活用促進事業補助金交付請求書（様式第5号）に市長が必要と認める

書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

（交付決定の取消し等） 

第11条 市長は、虚偽の申請その他不正の手段により補助金の交付決定を受

け、又は補助金の交付を受けた者に対し、その決定を取り消し、又は補助

金の返還を命ずるものとする。 

（その他） 

第12条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

1 この告示は、平成28年4月１日から施行する。 

（この告示の失効） 

2 この告示は、令和7年3月31日限り、その効力を失う。 

附 則（平成31年3月15日告示第30号） 

この告示は、平成31年3月15日から施行する。 
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